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インド北部のカシミール州で発生した民間人を銃撃、死亡させたテロ事件を巡って、インドとパキスタン間で軍事衝突の可

能性が急速に高まっている。テロは４月２２日に起きた。インドが実効支配する同州パハルガム近郊で外国人観光客を含む

民間人を銃撃し、少なくとも２６人が死亡した。パキスタンを拠点とするイスラム過激派の分派組織、抵抗戦線（ＴＲＦ）が関与

したと報じられているが、真相は闇の中だ。 

 

 

 

 

トランプ大統領は１０日、「インドとパ

キスタンが完全な即時停戦で合意し

た」と発表したが、両国とも「停戦の合 

 

 

意を守っていない」と非難した。インド

は「停戦合意から、わずか数時間後に

パキスタン軍のドローンが侵入した」と

パキスタン側を非難、パキスタン側も

「停戦を守っていないのは、インドの方

だ」と主張するなど、なすり合いの状態

が続いている。米国のバンス副大統領

は、インドとパキスタンの軍事衝突は
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印パキスタン、一触即発の状態続く 
米国仲介「停戦合意」後も軍事行動やまず エスカレーションする核保有国同士 

１０日、米国の仲介で急転直下、停戦合意に至ったインドとパキスタン。だが、停戦合意したにも関らず、合意からわずか

数時間後に双方でドローン攻撃を行うなどの軍事行動が行われた。トランプ大統領が自身のソーシャルメディアに「完全か

つ即時の停戦に合意した」との発表を無視するかのように戦闘は続行され、より激しさが増している。トランプ氏は「両国とも

停戦の合意を守っていない」と非難したが、双方とも攻撃をやめる気配はなく「やられたら、やり返す」の状態が続いてい

る。エスカレーションする核保有国同士、即時停戦となるかどうか、一触即発の状態が続いている。 

両国の停戦、宙に浮いた状態に 
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